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ホワイトスペース利用システムの共用方針 

～地上テレビジョン放送用周波数帯における共用方針～ 

 

１． はじめに 

(1) 検討の目的及び範囲 

ホワイトスペースは、新たな電波の活用ビジョンに関する検討チーム報告書（平成 22

年７月 30 日）にて示されているとおり、放送用などある目的に割り当てられているが、

地理的条件や時間的条件によって、他の目的にも利用可能な周波数帯である。有限希少

な資源である電波を有効利用し、国民の利便性向上につなげる観点から、早期に活用す

ることが期待されている。 

ホワイトスペースは、様々な周波数帯での利用の可能性が考えられるが、特に利用ニ

ーズの高い周波数帯として、ＵＨＦ帯のうち地上テレビジョン放送用の周波数帯

（470MHz～710MHz）が挙げられている。本周波数帯においては、「２．ホワイトスペー

ス利用システムの概要及び運用形態」に示すとおり、エリア放送型システムのほか、特

定ラジオマイク、センサーネットワーク及び災害向け通信システムといった通信型シス

テムの提案がされている。 

特定ラジオマイクは、現在利用されている 800MHz 帯について、「ワイヤレスブロード

バンド実現のための周波数検討ワーキンググループとりまとめ」（平成22年11月30日。

以下「周波数検討ワーキングとりまとめ」という。）において、移動通信システムの利

用拡大等に対応するため、ホワイトスペース又は 1.2GHz 帯に移行することを検討する

こととされ（周波数再編アクションプラン（平成 23 年９月）も同様）、新たな電波の活

用ビジョンに関する検討チーム報告書で取りまとめられたホワイトスペースの利用シ

ーンに加えて、ホワイトスペースでの利用が検討されているものである。 

このように、様々なシステムの利用が想定され、将来的に利用拡大が見込まれる一方、 

・各地域においてホワイトスペースとして利用可能な周波数帯の把握 

・既存システム等との混信防止措置の担保 

・各地域のニーズに応じた柔軟な運用に対応するための体制整備 

等の課題も挙げられており、特に利用ニーズの高い地上テレビジョン放送用周波数帯に

おいては、利用ニーズやこれらの課題等を踏まえた、ホワイトスペース活用の展開に向

けたルール作りが求められている。 

このような背景から、今般、地上テレビジョン放送用周波数帯において、様々なシス

テムがホワイトスペースを共用するために必要となる技術面、制度面及び運用面におけ

る方向性をまとめ、「ホワイトスペース利用システムの共用方針」（共用方針）として取

りまとめたものである。 
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(2) 検討の前提条件 

今回の共用方針を検討するに当たり想定するシステムは、エリア放送型システム、特

定ラジオマイク、センサーネットワーク及び災害向け通信システム（災害時の安否情報

取得等に用いる通信システム及び被災地の情報取得通信システム）とした。 

また、システムごとの検討状況が異なるため、共用方針を検討するに当たり、以下の

とおりのスケジュールを想定した。 

① エリア放送型システムについては平成 23 年度中に制度整備を行い、平成 24 年度

から順次ホワイトスペースの利用を開始するものと想定する。 

② 特定ラジオマイクについては、700MHz 帯周波数再編に伴いホワイトスペースを利

用する場合には、現在の 800MHz 帯特定ラジオマイクと同等の仕様のものについて

は、平成 24 年夏頃に制度整備を行い、周波数割当計画に定める使用期限までの間

に順次ホワイトスペースの利用を開始するものと想定する。 

③ その他のシステムについては上記２システムの制度整備後に順次導入されるも

のと想定する。 

なお、本想定は、技術の進展、ニーズの変化等により将来的に新たな別のシステムの

導入検討の可能性を否定するものではない。 

 

また、地上テレビジョン放送用周波数帯を利用するいずれのホワイトスペース利用シ

ステムも、地上テレビジョン放送へ有害な混信を生じさせてはならず、また地上テレビ

ジョン放送からの有害な混信への保護を求めてはならない。後日開設される地上テレビ

ジョン放送についても同様である。 
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２． ホワイトスペース利用システムの概要及び運用形態 

(1) エリア放送型システム 

(a) システムの概要 

新たな電波の活用ビジョンに関する検討チーム報告書（平成 22 年７月 30 日）にお

いて、ホワイトスペースを活用した電波利用モデルについて、短期的に導入可能と考

えられるものとして、「ワンセグ活用型」を分類し、2012 年までの全国展開を目指す

こととしている。また「ホワイトスペース特区」における実証実験を通じて、様々な

シーンでエリアワンセグが実際に活用可能であることが実証されている。 

携帯電話端末等既存の受信機が活用でき、少ない投資でかつ短期間にサービス開始

が可能となり、コスト面から事業モデルの基盤整備に資するものと期待が高い。 

この「ワンセグ活用型」には、ワンセグ対応携帯電話などで受信可能なワンセグ型

のみではなく、一般のデジタル放送用テレビに向けたサービスを行うフルセグ型やよ

り高度化された技術を利用するサービスも含むシステムであることから、既存のワン

セグ受信機のみを対象としたサービスとの混同を防ぐために本方針では、「エリア放

送型システム」と呼称する。エリア放送型システムの利用イメージを図２．１に示す。 

 

 

図２．１ エリア放送型システムの利用イメージ 

 

エリア放送型システムについては、周波数再編アクションプラン（平成 23 年９月）

においても、 「UHF 帯（地上テレビジョン放送用周波数帯）のホワイトスペースを利

用したエリアワンセグ放送システムの実現に向け、平成 23年度中に環境整備を行う。」

とされているとおり、現在、情報通信審議会においてその技術的条件について検討が

行われている。現在、検討されている周波数利用の形態等を参考資料(1)に示す。 
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３． 共用のための方策 

「２．ホワイトスペース利用システムの概要及び運用形態」の各ホワイトスペース利用シ

ステムの運用形態等を踏まえ、ホワイトスペースの共用に当たっては、各システムがホワイ

トスペースにおいて技術的に利用可能であることの検討を前提として、(1)において割当て

上の優先順位の考え方を整理した。さらに、周波数有効利用及び混信防止措置等の観点から、

今後ホワイトスペースを有効活用していくための運用調整の仕組みについて検討が必要と

考えられ、その内容について(2)で整理をした。 

 

(1) ホワイトスペース利用システム間の割当て上の優先順位の考え方 

以下の２点を基本的な考え方とする。 

① 地上テレビジョン放送用周波数帯ホワイトスペースを利用するいずれのシステム

も、地上テレビジョン放送へ有害な混信を生じさせてはならず、また地上テレビジョ

ン放送からの有害な混信への保護を求めてはならない。後日開設される地上テレビジ

ョン放送についても同様である。 

 

② 特定ラジオマイクについては、他のホワイトスペース利用システムとは異なり、他

周波数帯（一次業務）からの移行であることから、上記①の範囲内で現行と同水準の

継続的利用を確保する必要があるため、上記①の範囲内で利用環境の維持を可能な限

り図ることが適当である。 

 

これらを踏まえた割当て上の優先順位は以下のとおりとなる。 

１ 地上テレビジョン放送 

２ 特定ラジオマイク 

３ エリア放送型システム、センサーネットワーク、災害向け通信システム等

のホワイトスペース利用システム（注） 

（注） 別途混信防止措置などの技術的な検討を行うことが前提となるが、このほかホワイトスペ

ースを利用するシステムとして無線ブロードバンドシステム等、様々なシステムの導入の

検討がなされる場合には、同等の取扱いをすることが適当 

 

なお、ホワイトスペースを利用するシステムは、地上テレビジョン放送との干渉検討

を行い、混信防止措置を執ることが必要である。また、ホワイトスペースを利用する複

数のシステムが周波数を共用する場合は、それら相互間についても干渉検討を行う必要

がある。 

 

 

(2) 共用のために必要となる運用調整の仕組みについて 

優先順位の考え方をベースに、ホワイトスペースを利用するシステムは、①地上テレ

ビジョン放送やホワイトスペース利用システム間の混信防止を担保でき、②技術的、実
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務的に可能な範囲内で、できる限り運用時間、周波数等の調整を行い、ホワイトスペー

スを有効に活用することが望ましい。 

 

災害時等に情報取得や既存回線のバックアップ、情報提供等の目的でホワイトスペー

スを利用するニーズも踏まえ、災害時の利用の在り方を含めて、運用調整の方法につい

てあらかじめ関係者で議論しておくことが妥当である。 

例えば、災害時に建屋内を探索する災害ロボットによる災害地の情報取得のための通

信システムがあるが、災害は、時間・場所を選ばす、いつ何処で起きるか分からないこ

とから、その使用が想定される災害の種類や規模などを定量的な指標で示した上で、災

害場所を限定して、その利用を確保できるよう他のホワイトスペースを利用するシステ

ム間での運用調整における配慮についての検討等が考えられる。 

 

(a) 運用調整の例について 

優先順位の考え方を担保しつつも、様々なシステムのホワイトスペースでの運用が

開始されると、a) 異なるシステム間及び b) 同一システム間の混信が懸念される。 

a) 異なるシステム間の混信 

（例）エリア放送型システムが運用を開始した後に、当該エリア放送型システムの

免許人が予期しない中で、特定ラジオマイクがそばで利用を開始する場合には、

相互に混信を与える場合がある。 

b) 同一システム間の混信 

（例） 特定ラジオマイク同士でも、同じ場所で利用する場合には混信の可能性があ

る。 

 

こうした事態を回避するための方策として、現在の特定ラジオマイクにおいて、同

じ周波数を共用するＦＰＵとの間で、特定ラジオマイク利用者連盟を通じた運用調整

を行っていることが参考になる。現在、特定ラジオマイク利用者連盟（特ラ連）は、

ＦＰＵと特定ラジオマイク及び特定ラジオマイク同士の混信防止のため、運用調整を

実施しており、その運用調整の例を図３．１に示す。 
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図３．１ ＦＰＵと特定ラジオマイク及び特定ラジオマイク同士の運用調整の例 

（出典：テレビ朝日） 

 

現行のＦＰＵ及び同一周波数帯を使用する特定ラジオマイクは無線局免許を要す

るが、両者の運用調整の事例から、運用調整が、異なるシステム又は同一システムが

同じ周波数を共用する際に混信を防止するための解決策の一案になり得る。特定ラジ

オマイクとＦＰＵの事例をもとに、混信を防止するための方策を考えると、(1)の優

先順位の考え方を踏まえ、 

・ 現帯域で利用している特定ラジオマイクの利用状況等を基に、地域ごとに必要な

チャンネル数を「使用予定チャンネル」としてデータベース（特定ラジオマイク

ＤＢ）に登録する。 

・ 共用条件を明確化し、それに従い混信を与えないことを確認する（使用予定チャ

ンネルが運用調整等により他システムとの共用が可能であることを確認する。）。 

・ 使用予定チャンネル内で運用する特定ラジオマイクに対しては、他のホワイトス

ペース利用システムは混信を与えてはならず、また使用予定チャンネル内で運用
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する特定ラジオマイクからの混信を許容しなければならない。 

などがあり得る。 

 

(b) 運用調整のための仕組みについて 

ホワイトスペースを利用する異なるシステム間で運用調整を行うためには、以下の

機能を有する運用調整のための仕組み（又は機関）が必要と考えられる。 

① 地上テレビジョン放送に対して干渉がないことの確認 

② 各地域における地上テレビジョン放送局及びホワイトスペース利用システムの

利用状況の把握（データベースの作成等） 

③ 異なるホワイトスペース利用システムとの間の運用調整（使用日時、特定ラジ

オマイクの使用チャンネル数の調整等）の仲介 

④ 地上テレビジョン放送への混信又はホワイトスペース利用システム間の混信発

生時の対応（窓口情報の提供） 

 

また、免許申請者やホワイトスペース利用システムの運用者が、当該地域で利用可

能なチャンネルの目安を把握するため、総務省は、各ホワイトスペース利用システム

ごとに地上テレビジョン放送との関係で干渉がなく使用可能なチャンネルの目安を

示したチャンネルスペースマップを提供することが適当である。（免許人は免許申請

時又は運用開始時に、別途地上テレビジョン放送及び他のホワイトスペース利用シス

テムとの干渉検討が必要） 

上記の検討を行うため、地上テレビジョン放送事業者、特定ラジオマイク利用者団

体、エリア放送型システム関係者等を構成員として、運用調整に関する仕組み及びデ

ータベースの構築に向けた検討を行う「ホワイトスペース利用作業班（仮称）」をホ

ワイトスペース推進会議の下に設置することが適当である。 
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４． 本方針の具体化に向けた検討事項 

今後、３．で示した方針を具体化してホワイトスペースを共用していくためには、技術面、

運用面において以下のような検討を行っていくことが求められる。 

なお、まずはホワイトスペース利用の早期開始が見込まれるエリア放送型システム及び特

定ラジオマイクに関する検討が必要となるが、追って他のホワイトスペース利用システムに

ついても同様の検討が必要となる。 

 

① 技術面での検討事項 

ホワイトスペース利用システムの技術的な共用条件の検討を早急に行うことにより、

混信防止を担保し、かつホワイトスペースが有効に活用できるような運用調整に役立て

ることが必要である。具体的には、 

・エリア放送型システムの検討で用いられている基準や国際的な動向等を参考にしつ

つ地上テレビジョン放送との混信防止を担保するための技術的な検討 

・移動しながら運用するような利用形態においても、混信防止を担保するための技術

的な方策があるかどうかの検討 

・エリア放送型システム及び特定ラジオマイクを同一周波数（又は同一チャンネル）

で利用する場合の所要離隔距離及び同一場所で利用する場合の所要離隔周波数等

の技術的な検討 

・現行では混信防止を担保するために免許制度の下での運用が考えられるが、将来的

には、混信防止を担保するために新たな技術的な方策が確認できた場合の制度面で

の対応の検討 

を行うことが必要である。これらの技術的な検討は、技術試験事務や情報通信審議会等

により実施されることと考えられるが、その検討結果を②の運用面での検討に反映して

いくことが重要である。 

 

② 運用面での検討事項 

・ホワイトスペースを利用するシステム間の運用調整を行う体制を検討するため、ホ

ワイトスペース推進会議の下に、「ホワイトスペース利用作業班（仮称）」を設置し、

ホワイトスペースの運用調整のための仕組み及びデータベースの構築に向けた検

討等 

・運用調整について検討が必要な事項としては、以下のような例が考えられる。 

a) 運用規約 

登録手続、混信発生時の対応手順、災害時の対応、データベースの参照方

法 など 

b) データベースの構築 

地域ごとの特定ラジオマイクの使用予定チャンネル及び利用計画、ホワイ

トスペース利用システムの利用時間及び場所等の計画 など 

c) その他運用調整に必要な事項 
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運用調整に必要な組織、地上テレビジョン放送との与干渉レベルの累積値

の確認方法 など 

・効果的な運用調整の実施及び担保の方法 

・地上テレビジョン放送及びホワイトスペース利用システムの利用状況の把握のため

の情報連携方法 

 

（参考） 想定されるスケジュール 

平成 24 年３月末 エリア放送型システムに関する制度整備 

平成 24 年４月 ホワイトスペース利用作業班設置（ホワイトスペース推進会議の下） 

平成 24 年夏頃 特定ラジオマイクに関する技術基準の制定 

平成 24 年 12 月 ホワイトスペース利用作業班において、運用調整に関する仕組みの

検討終了 

平成 25 年４月頃 ホワイトスペース運用調整体制整備・運用開始 

 

 

③ 暫定的な運用期間の対応 

平成 24 年度はホワイトスペースにおいて、エリア放送型システムの利用が開始さ

れ、さらに特定ラジオマイクの利用が開始される可能性があるが、上記①及び②の検

討状況を踏まえた共用条件の設定及び運用調整の体制ができるまでの間は、特定ラジ

オマイクとエリア放送型システムとの間の運用調整は事実上困難であることから、平

成 24 年度は暫定的な運用期間とならざるを得ない。このため、当該体制が確立する

までの間、特定ラジオマイクとエリア放送型システムとの運用調整の必要ないよう両

者のシステム間での共用の検討が必要のない形での免許付与等の対応措置を執るこ

とが望ましい。 
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(3) 特定ラジオマイクの具体的な利用事例 

例１）大規模ミュージカル 

出演者 60 名程度、舞台の規模は 15ｍ×10ｍ、客席数 1,300 人、必要とする特定ラ

ジオマイクは最小で 50 波になる。更に、イヤーモニター（以下「イヤモニ」という。）

10 波、複合施設対応で 10 波を加味すると合計 70 波程度を必要とする。 

（ミュージカルでの動向） 

ミュージカル公演では、特定ラジオマイクの本数を出演者相当数揃えることが希望

される。世界的な通例としては、出演者全員にラジオマイクの割当てがあり、更に主

役級には汗や機器トラブルによる万一の事故に備えて２本用意されている。しかし、

日本では特定ラジオマイクの本数が限られているため、大規模公演において特定ラジ

オマイクを全員に割り当てることは困難で、特定ラジオマイクが必要な出演者は場面

が変わるたびに出番が重ならない他の出演者と付け替えるなどの工夫がなされてい

る。 

 

例２）大規模コンサート 

ラジオマイクを利用する出演者は 10 名程度（当該メインキャスト以外にショーな

どで 50 名）で、舞台の規模は 30m×25m、客席数 15,000 人。必要とするワイヤレスマ

イクは最小で 20 波、更にイヤモニ 10 波と複合施設対応で 10 波を加味し、40 波程度

を必要としている。 

（コンサートでの動向） 

アリーナのような大規模コンサート会場では、特定ラジオマイクの一般的利用に加

えてイヤモニのチャンネル数の確保が求められ、さらに安定した通信のために空中線

設置場所の確保に苦慮している。広い会場では、アーティスト、演奏家が演奏を確認

するためにイヤモニが必要で、帯域を広く使用するステレオで良質のサウンドを届け

るイヤモニと、特定ラジオマイクの併用が不可欠となっており、双方の必要本数に対

応できるチャンネルチャンネル数が必要となる。 

 

例３）大規模イベント 

同一空間・場所で近接してラジオマイクを多数使用するブース 60 カ所程度、対応

する会員約 40 社使用するラジオマイクは約 150 波に達している。イベントも大規模

化の傾向が続いている。 

（展示イベントでの動向） 

同一空間・場所での利用のため、あまり移動はないが、近接エリアに多数のラジオ

マイクが存在することから、詳細なチャンネル繰返し利用の計画（チャンネルプラン）

が求められている。また、イベントは大型化している上、随時報道機関による取材ロ

ケが入るため、少ないチャンネル数ではチャンネルプランの作成が困難になって時間

制限等を設ける例も増えてきている。 
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(4) 海外事例について 

ホワイトスペース活用への期待は世界的にも高まっており、ホワイトスペースを活用に

よる利便性の向上に向けて検討が進められている。本項目では、海外におけるホワイトス

ペース活用への取組として米国及び英国等における検討状況についてまとめた。 

 

(a) 米国における検討状況 

米国においてホワイトスペースを利用するシステムとしては、以前より利用がなされ

ているワイヤレスマイク及び今後サービス開始が予定されているワイヤレスブロード

バンド機器がある。 

 

・ワイヤレスマイクの状況 

ワイヤレスマイクについてはその利用用途や場所によって要免許のものと免許不

要のものがある。免許の取得が可能な用途は、AM 放送局、FM 放送局、テレビ局、放

送ネットワーク並びにケーブルテレビ会社、教育放送局及び映画制作会社に限定され

ており、教会、劇場、ホテル、コンベンションセンター等においては免許の取得が不

可能となっている。 

 

・ワイヤレスブロードバンド機器の状況 

米国においては、2009 年６月にデジタル化が完了した地上テレビジョン放送用の

2ch から 51ch（54MHz～698MHz）について、ホワイトスペースの活用の検討を行って

いる。2008 年、FCC は免許不要でワイヤレスブロードバンド機器を利用するための命

令案（2nd Memorandum Opinion & Order)を発表し、その後修正などを経て、2010 年

９月に確定版を発行、翌年１月から FCC 規則を施行した。 

ワイヤレスブロードバンド機器をはじめとする、免許不要の地上テレビジョン放送

のホワイトスペース用デバイスについては、一次業務である地上テレビジョン放送の

保護の方策の一つとして、FCC はホワイトスペースのデータベースを管理する組織を

募集し、2011 年７月には 10 のデータベース管理組織を選定している。機器の位置情

報を取得してホワイトスペースのデータベースにアクセスすることで利用可能なチ

ャンネルを決定する方法について検討が進められており、このデータベースの運用に

関して、2011 年９月から 45 日間、Spectrum Bridge が試験運用を行った。 

また、このほかにも地理情報を測定するための機能を具備して一次業務への干渉を

防止するようなデバイス及び送信スペクトルマスクの制限等についても検討が行わ

れている。 

以上のような試験運用や検討を踏まえ、FCC は、2011 年 12 月 22 日、Spectrum Bridge

社のデータベースを承認。また、併せて同日ホワイトスペース用デバイスとして Koos 

Technical Services, Inc. (KTS)社の製品を認証した。これにより、2012 年１月 26

日以降、ノースカロライナ州ウィルミントン市及び周辺地域（ニューハノーバー郡）

でホワイトスペースを活用したサービスが開始される予定である（図－参考．３）。 
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チャンネルの割当てにおいても、要免許のワイヤレスマイクについては、14～20ch

のホワイトスペースにおいて専用チャンネルが確保されているほか、37ch 上下で最も

近い空きチャンネルを割り当てる等、他の利用用途に対して優先的な使用が認められ

ている（図－参考．５）。 

 

 

 
図－参考．５ 米国におけるホワイトスペース運用例（シカゴ） 

 

 

(b) 英国における検討状況 

・ホワイトスペース全体の検討状況 

英国では、2012 年 12 月までの地上テレビジョン放送のアナログ波停波が予定され

ており、デジタル化移行後の地上テレビジョン放送の 21ch～30ch（470MHz～550MHz）

及び 38ch～60ch（606MHz～790MHz）について、ホワイトスペースの活用の検討が進め

られている。具体的には、要免許のワイヤレスマイク（Programme-making and special 

events, PMSE）の運用が始まっているほか、2009 年には免許不要のワイヤレスブロー

ドバンド機器の導入に向けた検討を開始し、2011 年には要免許の地方放送局の導入に

向けた検討を行っている。このうち、ワイヤレスマイクについては 38ch を専用チャ

ンネルとして割り当てられている（図－参考．６）。 

 



24 

 

 

図－参考．６ 英国におけるホワイトスペース運用 

 

・ワイヤレスマイクの状況 

ワイヤレスマイクについては、英国においては地上テレビジョン放送用周波数帯の

ホワイトスペースの既存ユーザーであることから、2007 年 12 月に OFCOM より利用を

確保することが発表（「Digital Dividend Review」）され、21～30ch 及び 41～60ch に

おいてその利用が認められた。加えて、2010 年以降は 38ch を専用帯域として割り当

てられた。 

ホワイトスペースを利用するワイヤレスマイクについては全てが要免許であり、そ

の保護基準については、地上テレビジョン放送の保護基準に準じている。 

 

・ワイヤレスブロードバンド機器の状況 

ワイヤレスブロードバンド機器については、OFCOM が 2009 年７月に「Digital 

Dividend: Cognitive Access」を発表し、地上テレビジョン放送及びワイヤレスマイ

ク等の要免許の利用者に干渉を与えないことを条件に免許不要のコグニティブ無線

機器の利用を認める考え方を示している。免許不要のワイヤレスブロードバンド機器

から要免許の利用者を保護するために、これらの機器には利用可能なホワイトスペー

スの情報を把握するためデータベースにアクセスする機能（Geolocation 機能）の装

備が義務付けられている。この機能は、マスターデバイスと呼ばれるデバイスが、

OFCOM のデータベースからアクセスすべき Geolocation データベースの情報を取得す

ることで Geolocation データベースから利用可能な周波数や出力について情報を取得

し、PC やプリンタといった端末は、マスターデバイスからの情報に基づいて動作をす

る構成である（図－参考．７）。2013 年中の技術の立ち上げに向けて、①無線機器を

免許不要とするための制度整備、②同じ周波数帯を利用する要免許の無線機器の情報
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のデータベース化、③Geolocation 機能及びデータベース管理者の要件の検討を行っ

ている。 

 

図－参考．７ Geolocation 機能の構成 

 

 

・地方放送局の状況 

地方放送局については、2011 年７月「地方テレビジョン放送のフレームワーク」を

発表し、同年８月、技術的に地上テレビジョン放送に干渉せずにサービスが提供可能

な候補地として 65 地域が提示された。比較審査方式で、地域ごとのホワイトスペー

スを、MuxCo と呼ばれる単一の免許人に割り当てる予定である。今後、2011 年秋に無

線通信法改正、2012 年に免許付与スキームの確定及び免許付与、2013 年にサービス

開始予定である。 

 

 

(c) その他の国における状況 

上記に記載した米国や英国のほか、ドイツなどの複数の国において、既に以前より放

送用の周波数帯でワイヤレスマイクを共有して使用している。 

また、ワイヤレスブロードバンド機器導入に向けた検討についても、カナダやシンガ

ポールなど複数の国において進められているところである。 

このように、各国においてホワイトスペース活用に向けた取組が行われている状況に

ある。 

 

 

 
























